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事業番号 - - -

（ ）

独立行政法人酒類総合研究所は、醸造技術の研究機関として、酒類に関する科学的知見を豊富に蓄積している。また、国税庁の技術的基盤として、酒税の適正かつ公平な賦課の
実現に資するとともに、中小企業が多くを占める酒類業界において酒類業の健全な発達にも貢献している。
第５期中期目標期間（令和３年度～令和７年度）では、日本産酒類の競争力強化等や酒類製造の技術基盤の強化等につながる研究開発をさらに拡充していく必要があるとともに、
引き続き、国税庁の技術的基盤としての役割を果たしていく。

令和6年度要求

-

-

-

1,197

　

　

　

(目) 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金

その他

歳出予算項・目

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

事業概要URL https://www.mof.go.jp/about_mof/mof_budget/review/2023/2023zaimu220011shiryo.pdf

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

1,197

100%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

令和5年度当初予算

独立行政法人酒類総合研究所運営費

関係する
計画、通知等

・独立行政法人酒類総合研究所中期目標・中期計画
・クールジャパン戦略（令和元年９月３日知的財産戦略本部決定）
・知的財産推進計画2023（令和５年６月９日知的財産戦略本部決定）
・経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）
・総合的なTPP等関連政策大綱（令和２年12月８日TPP等総合対策本部決定）

-

2023 財務 22 0011

財務省

政策 ※国税庁においては、中央省庁等改革基本法に基づき「実績評価」を実施しており、政策評価欄に記載すべき、「行政機関が行う
政策の評価に関する法律」における「政策評価」は実施していないため、記載すべき事項がありません。

事業の目的
（5行程度以内）

酒類に関する高度な分析及び鑑定を行い、並びに酒類及び酒類業に関する研究、調査及び情報提供等を行うことにより、酒税の適正かつ公平な賦課の実現に資するとともに、酒類
業の健全な発達を図り、あわせて酒類に対する国民の認識を高めることを目的とする独立行政法人酒類総合研究所の業務の財源に充てる。

酒税課・鑑定企画官
酒税課長　　鑑定企画官
三浦　 隆　　岩田　知子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条
独立行政法人酒類総合研究所法第３条、第12条

事業名 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金 担当部局庁 国税庁 作成責任者

事業開始年度 担当課室

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

-

平成13年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

- -

補正予算（B) - - -

221

221

令和5年度第1次補正予算

1,197

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 965 1,043 1,011 969 1,197

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

独立行政法人酒類総合研究所は、第５期中期目標期間（令和３年度～令和７年度）においては、日本産酒類の競争力強化等、酒類製造の技術基盤の強化、酒類の品質及び安全
性の確保、酒類業界の人材確保、酒類の適正課税及び適正表示の確保等のため、質の高い研究等を実施し、成果の普及を図る。また、前段の取組の一環として、国税庁からの依
頼があった分析・鑑定の実施、鑑評会の開催、酒類醸造講習の実施等に取り組む。さらに、公設試験研究機関、民間等との外部連携を積極的に推進するとともに、酒類に関する分
かりやすい情報発信を行い、酒類に関するナショナルセンターとしての役割の強化に取り組む。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 965 1,043 1,011

-

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

965 1,043 1,011 1,190

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) -

情報システムの整備に要する経費201百万円
電気料金高騰対応に要する経費31百万円

計（A) 969

- -

969

https://www.mof.go.jp/about_mof/mof_budget/review/2023/2023zaimu220011shiryo.pdf
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